
平成３１年度

北栄町下水道事業会計予算書

北栄町



議案第16号  

平成31年度　北栄町下水道事業会計予算
（総　則）  

第１条　平成31年度北栄町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  
 

（業務の予定量）  

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。  

(1)　接続戸数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　4,638戸　　　　　　　　　　　　　　　 

(2)　年間総処理水量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　1,278,777㎥  

(3)　一日平均処理水量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　3,503㎥  

(4)　主な建設改良工事　（ｱ）管路建設改良工事　　　　　　　　　 　15,950千円  

　　　　　　　　　 　　（ｲ）処理場建設改良工事　　　　　　　　　104,461千円  

（収益的収入及び支出）  

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  
 

　　　　　収　　　　　　入  

第１款　　下水道事業収益                                      1,156,887千円  

　第１項　営業収益                                              947,822千円  

　第２項　営業外収益                                            209,065千円  

 

　　　　　支　　　　　　出  

第１款　　下水道事業費用                                        911,710千円  

　第１項　営業費用                                              734,919千円  

　第２項　営業外費用                                            172,705千円  

　第３項　特別損失                                                3,086千円  

　第４項　予備費                                                  1,000千円  

（資本的収入及び支出）  

第４条　資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。(資本的収入額が資本的支  

出額に対し不足する額526,312千円は、当年度分損益勘定留保資金321,127千円、当年度利  

益剰余金処分額205,185千円で補てんするものとする。）  

　　　　　収　　　　　　入  

第１款　　資本的収入　　　                                      323,548千円  

　第１項　企業債                                                 48,900千円  

　第２項　他会計出資金                                          226,337千円  

　第５項　国庫補助金                                             47,100千円  

　第６項　負担金等                                                1,211千円  

 

　　　　　支　　　　　　出  

第１款　　資本的支出　　　　　                                  849,860千円  

　第１項　建設改良費                                            127,801千円  

　第３項　企業債償還金                                          722,058千円  

　第６項　返還金                                                      1千円  
 

（特例的収入及び支出）　　　　  

第４条の２　地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当年度に属する債権及び債　　　　　 

務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ5,000千円及び42,000千円である。　　　　　　　　　　 
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（企業債）  

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。  

 

（一時借入）  

第６条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。　　　　　　　　　　　　　  

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用）  

　（１）　下水道事業費用の営業費用と営業外費用との間  

　（２）　資本的支出の建設改良費と企業債償還金との間　　  

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第８条　次に掲げる経費については、 その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、  

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。  

　（１）　職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37,176千円　　　　　  

 

（他会計からの負担金）  

第９条　下水道事業に助成するため一般会計からこの会計へ負担する金額は、688,001千円  

である。  

 

（利益剰余金の処分）  

第10条　当年度利益剰余金のうち205,185千円は、次のとおり処分するものと定める。  

　（１）　減債積立金　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　205,185千円　　　　　  

 

 

 

　　　平成31年3月5日提出  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北栄町長　松本　昭夫  

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

限度額

48,900千円

起債の目的

特定環境保全
公共下水道事業

償還の方法

政府その他の資金の借入れにつ
いては、その融通条件による。
ただし、財政の都合により措置
期間を短縮し、若しくは繰上償
還又は低利債に借り換えするこ
とができる。

利率

年5.0％以内
ただし、利率見直し方
式で借入れる資金につ
いて、利率の見直しを
行った後においては、
当該見直し後の利率

起債の方法

普通貸借又
は証券発行
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平成３１年度北栄町下水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業収益 1,156,887
1. 営業収益 947,822

1. 下水道使用料 259,295 下水道使用料
収入

2. 他会計負担金 688,001 一般会計負担
金

4. その他の営業収益 526 手数料等
2. 営業外収益 209,065

2. 補助金 8,000 社会資本整備
総合交付金

3. 長期前受金戻入 194,594 長期前受金戻
入

4. 消費税及び地方消費税
還付金

6,471 消費税及び地
方消費税還付
金

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 下水道事業費用 911,710
1. 営業費用 734,919

1. 管渠費 53,639 管渠施設の維
持管理に要す
る費用

2. ポンプ場費 5,448 ポンプ場施設
の維持管理に
要する費用

3. 処理場費 94,115 処理場施設の
維持管理に要
する費用

5. 総係費 45,074 事業活動全般
に関連する費
用

6. 流域下水道管理運営費
負担金

20,922 天神川流域下
水道維持管理
負担金

7. 減価償却費 515,721 固定資産減価
償却費

2. 営業外費用 172,705
1. 支払利息及び企業債取

扱諸費
172,705 企業債利子及

び一時借入金
利子償還金

3. 特別損失 3,086
4. その他特別損失 3,086 過年度分賞与

引当金
4. 予備費 1,000

1. 予備費 1,000

款 項 目

款 項 目
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 資本的収入 323,548
1. 企業債 48,900

1. 建設改良債 48,900 企業債借入予
定額

2. 他会計出資金 226,337
1. 他会計出資金 226,337 一般会計出資

金
5. 国庫補助金 47,100

1. 国庫補助金 47,100 社会資本整備
総合交付金

6. 負担金等 1,211
1. 受益者分担金 1,211 受益者分担金

支　　　出 (単位：千円)

予定額 備　　　考

1. 資本的支出 849,860
1. 建設改良費 127,801

1. 管路建設改良費 15,950 管渠の建設改
良に要する経
費

3. 処理場建設改良費 104,461 処理場の建設
改良に要する
経費

4. 流域下水道建設負担金 7,390 天神川流域下
水道建設負担
金

3. 企業債償還金 722,058
1. 企業債償還金 722,058 企業債元金償

還金
6. 返還金 1

1. 返還金 1 財産処分に伴
う国庫補助金
返還金

款 項 目

款 項 目
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平成３１年度北栄町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（平成31年 4月 1日から平成32年 3月31日まで）

（単位：円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 235,023,630

　　減価償却費 515,720,860

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 2,624,000

　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 507,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 300,000

　　長期前受金戻入額 △194,595,120

　　支払利息 172,704,436

　　未収金の増減額（△は増加） △1,471,441

　　未払金の増減額（△は減少） △42,000,000

　　小計 688,813,365

　　利息の支払額 △172,704,436

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 516,108,929

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △110,904,175

　　無形固定資産の取得による支出 △6,718,183

　　国庫補助金等による収入 48,311,250

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △69,311,108

３．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 48,900,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △722,057,975

　　一般会計からの出資による収入 226,337,115

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △446,820,860

資金に係る換算差額 0

資金増加額（又は減少額） △23,039

資金期首残高 30,000,000

資金期末残高 29,976,961
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１.　総　括 (単位：千円)

  損益勘定支弁職員 3 11,280 5,164 16,444 4,891 21,335

  資本勘定支弁職員 2 7,433 4,740 12,173 3,668 15,841

       　　 合 計 5 18,713 9,904 28,617 8,559 37,176

  損益勘定支弁職員 - - - - - -

  資本勘定支弁職員 - - - - - -

       　　 合 計 - - - - - -

  損益勘定支弁職員 3 11,280 5,164 16,444 4,891 21,335

  資本勘定支弁職員 2 7,433 4,740 12,173 3,668 15,841

       　　 合 計 5 18,713 9,904 28,617 8,559 37,176

本年度 1,014 3,019 2,148 675 184 0 0 240

前年度 - - - - - - - -

比較 1,014 3,019 2,148 675 184 0 0 240

２.　給料及び手当の増減額の明細 (単位：千円)

増減額 備考

-

-

-

-

-

３.　給料及び手当の状況

 (1)　職員１人当り給与

 (2)　初　任　給 (単位：円)

その他の増減分

給料 -

給与改定に伴う増減分

大 学 卒 - -

区  　分 一般行政職  一般会計の制度

高 校 卒 148,600 148,600

給 与 費 明 細 書

区分 職員数

給与費
法定

福利費
合計

給料 手当等 計

本年度

前年度

比較

区分
扶養
手当

期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

通勤
手当

特殊勤務
手当

住居
手当

児童
手当

手当等
の内訳

区分 増減事由別内訳 説明

昇給に伴う増加分

その他の増減分
手当等 -

制度改正に伴う増減分

 平成30年4月1日現在

平均給料月額 -

平均給与月額 -

平均年齢 -

(単位：円)

区分 一般行政職

 平成31年4月1日現在

平均給料月額 310,740

平均給与月額 345,551

平均年齢 41歳3ヶ月
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 (3)　級別職員数 （級別の標準的な職務内容）

区分

職員数 構成比 1級 主事

（人） （％） 2級 主事

1 1 20.0 3級 副主幹 主任

3 2 40.0 4級 室長 主幹

4 2 40.0 5級 課長 参事

計 5 100.0 6級 課長

- - -

- - -

- - -

計 - -

 (4)　昇給   

本年度 前年度

一般行政職 一般行政職

(A) （人） 5 -

(B) （人） 5 -

2号給 （人） 0 -

4号給 （人） 5 -

6号給 （人） 0 -

8号給 （人） 0 -

(B)/(A) （％） 100% -

 (5)　特殊勤務手当   

 (6)　期末手当・勤勉手当

6月 12月

（月分） （月分）

本年度 2.225 2.225 4.45

前年度 - - -

本年度 2.225 2.225 4.45

 (7)　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年 25年 35年 最高

勤続の者 勤続の者 勤続の者 限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

 (8)　その他の手当

　   　区　　 　分

区分

職員数

区分

一般行政職 一般行政職

区分

支給期別支給率 支給
率計
（月
分）

職制上の段階、職
務の級等による加
算措置

級

 平成31年4月1日現在

 平成30年4月1日現在

区分

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率(31年4月1日現在)(％)

代表的な特殊勤務手当の名称

一般行政職

0

滞納処分従事手当

0

昇給に係る職員数　  　　　　　 　

号給数別内訳

比率

通勤手当 同

一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

区分 その他の加算措置

下水道事業会計の制度 定年前早期退職特例（2～45％）

一般会計の制度 定年前早期退職特例（2～45％）

下水道事業会計の制度
有

-

一般会計の制度 有
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千 円 千 円 千 円 千 円

公共下水道事
業（補助）

38,000 H30 38,000 H31

6,414 6,414

20,400 17,600 00

浄化センター
維持管理事業

101,442 H30 95,028 H31～H32

6,550 6,550

水洗便所改造
資金利子補助
事業

257 H27～H30 74 H31～H32 9

下水道管理セ
ンター維持管
理事業

61,895 H30 55,345 H31～H32

83

債務負担行為に関する調書

事項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生  予 定 額

左の財源内訳

期　間 金額 期　間 金額
国庫

補助金
企業債 その他

- 8 -



平成３１年度北栄町下水道事業会計予定貸借対照表
（平成32年 3月31日）

（単位：円）

資産の部

１.固定資産

　（１）有形固定資産

　　イ　土地 395,075,448

　　ロ　建物 3,653,336,768

　　　　減価償却累計額 △1,755,071,265 1,898,265,503

　　ハ　構築物 22,619,224,968

　　　　減価償却累計額 △7,709,054,547 14,910,170,421

　　ニ　機械及び装置 1,063,559,307

　　　　減価償却累計額 △684,079,974 379,479,333

　　ホ　車両運搬具 2

　　　　減価償却累計額 0 2

　　ヘ　工具器具及び備品 9,793,507

　　　　減価償却累計額 △9,226,821 566,686

　　ト　建設仮勘定 55,270,000

　　有形固定資産合計 17,638,827,393

　（２）無形固定資産

　　イ　流域下水道施設利用権 65,146,552

　　無形固定資産合計 65,146,552

　固定資産合計 17,703,973,945

２.流動資産

　（１）現金預金 29,976,961

　（２）未収金 6,471,441

　（３）貸倒引当金 △300,000 6,171,441

　（４）前払金 0

　（５）その他流動資産 0

　流動資産合計 36,148,402

資産合計 17,740,122,347

負債の部

３.固定負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 8,050,330,815

　固定負債合計 8,050,330,815

４.流動負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 742,548,252

　　企業債合計 742,548,252

　（２）未払金 0

　（３）未払費用 0

　（４）前受金 0

　（５）引当金

　　イ　賞与引当金 2,624,000

　　ロ　法定福利費引当金 507,000

　　引当金合計 3,131,000

　（６）預り金 0

　流動負債合計 745,679,252
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５.繰延収益

　（１）長期前受金

　　イ　受贈財産評価額 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ロ　他会計負担金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ハ　受益者分担金 1,083,392,496

　　　　収益化累計額 △348,846,924 734,545,572

　　ニ　工事負担金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ホ　国庫補助金 9,329,778,185

　　　　収益化累計額 △3,468,052,475 5,861,725,710

　　へ　その他長期前受金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　長期前受金合計 10,413,170,681

　　収益化累計額 △3,816,899,399

　繰延収益合計 6,596,271,282

負債合計 15,392,281,349

資本の部

６．資本金

　（１）自己資本金

　　イ　固有資本金 1,886,480,253

　　ロ　繰入資本金 226,337,115

　資本金合計 2,112,817,368

７．剰余金

　（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 0

　　ロ　他会計負担金 0

　　ハ　受益者分担金 0

　　ニ　国庫補助金 0

　　ホ　その他資本剰余金 0

　　資本剰余金合計 0

　（２）利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 235,023,630

　　利益剰余金合計 235,023,630

　剰余金合計 235,023,630

資本合計 2,347,840,998
負債資本合計 17,740,122,347
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平成３１年度北栄町下水道事業会計予定開始貸借対照表
（平成31年 4月 1日）

（単位：円）

資産の部

１.固定資産

　（１）有形固定資産

　　イ　土地 395,075,448

　　ロ　建物 3,653,336,768

　　　　減価償却累計額 △1,694,572,265 1,958,764,503

　　ハ　構築物 22,508,320,793

　　　　減価償却累計額 △7,303,446,547 15,204,874,246

　　ニ　機械及び装置 1,063,559,307

　　　　減価償却累計額 △640,105,974 423,453,333

　　ホ　車両運搬具 2

　　　　減価償却累計額 0 2

　　ヘ　工具器具及び備品 9,793,507

　　　　減価償却累計額 △9,212,961 580,546

　　ト　建設仮勘定 55,270,000

　　有形固定資産合計 18,038,018,078

　（２）無形固定資産

　　イ　流域下水道施設利用権 64,054,369

　　無形固定資産合計 64,054,369

　固定資産合計 18,102,072,447

２.流動資産

　（１）現金預金 30,000,000

　（２）未収金 5,000,000

　（３）貸倒引当金 0 5,000,000

　（４）前払金 0

　（５）その他流動資産 0

　流動資産合計 35,000,000

資産合計 18,137,072,447

負債の部

３.固定負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 8,743,979,067

　固定負債合計 8,743,979,067

４.流動負債

　（１）企業債

　　イ　建設改良等の財源に充てるための企業債 722,057,975

　　企業債合計 722,057,975

　（２）未払金 42,000,000

　（３）未払費用 0

　（４）前受金 0

　（５）引当金

　　イ　賞与引当金 0

　　ロ　法定福利費引当金 0

　　引当金合計 0

　（６）預り金 0

　流動負債合計 764,057,975
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５.繰延収益

　（１）長期前受金

　　イ　受贈財産評価額 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ロ　他会計負担金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ハ　受益者分担金 1,082,181,246

　　　　収益化累計額 △328,196,450 753,984,796

　　ニ　工事負担金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　ホ　国庫補助金 9,282,678,185

　　　　収益化累計額 △3,294,107,829 5,988,570,356

　　へ　その他長期前受金 0

　　　　収益化累計額 0 0

　　長期前受金合計 10,364,859,431

　　収益化累計額 △3,622,304,279

　繰延収益合計 6,742,555,152

負債合計 16,250,592,194

資本の部

６．資本金

　（１）自己資本金

　　イ　固有資本金 1,886,480,253

　　ロ　繰入資本金 0

　資本金合計 1,886,480,253

７．剰余金

　（１）資本剰余金

　　イ　受贈財産評価額 0

　　ロ　他会計負担金 0

　　ハ　受益者分担金 0

　　ニ　国庫補助金 0

　　ホ　その他資本剰余金 0

　　資本剰余金合計 0

　（２）利益剰余金

　　イ　当年度未処分利益剰余金 0

　　利益剰余金合計 0

　剰余金合計 0

資本合計 1,886,480,253
負債資本合計 18,137,072,447
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　注記事項

１．重要な会計方針

　下水道事業会計については、当年度より企業会計へと移行し、地方公営企業会計基準を適用して　　

財務諸表等を作成している。　　　　

（１）固定資産の減価償却方法

　　イ　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　　　　　　　　　10～50年

　　　　　　構築物　　　　　　　　10～50年　

　　　　　　機械及び装置　　　　　 8～20年

　　　　　　車両及び運搬具　　　　 4年

　　　　　　工具・器具及び備品　　 3～15年

　　ロ　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　流域下水道施設利用権　 35年

（２）引当金の計上方法

　　イ　退職給付引当金

　　　　　本町は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は当該組合に掛金を負担している

　　　　が、追加的な負担は全て一般会計において負担しているため、下水道事業会計においては退

　　　　職給付引当金を計上しない。

　　ロ　賞与引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　　当年度の負担に属する額（翌年度６月に支給する額のうち１２月～３月分に相当する額）を

　　　　計上している。

　　ハ　法定福利費引当金

　　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

　　　　出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。　　　　

　　ニ　貸倒引当金

　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上してい

　　　　る。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理　

　　　　　税抜方式　　
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平成３１年度北栄町下水道事業会計予算明細書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

1. 1,156,887 0 1,156,887

1. 947,822 0 947,822
1. 下水道使用

料
259,295 0 259,295 1. 下水道使用

料
259,295 下水道使用料収

入
259,295

2. 他会計負担
金

688,001 0 688,001 1. 他会計負担
金

688,001 減価償却費相当
分

515,721

企業債利子償還
金相当分

172,280

4. その他の営
業収益

526 0 526 2. 手数料 525 下水道排水設備
指定工事店指定
手数料

525

3. 雑収益 1 1
2. 209,065 0 209,065

2. 補助金 8,000 0 8,000 1. 国庫補助金 8,000 社会資本整備総
合交付金

8,000

3. 長期前受金
戻入

194,594 0 194,594 1. 国県補助金
長期前受金
戻入

173,944 国庫補助金長期
前受金戻入

173,944

5. 受益者分担
金長期前受
金戻入

20,650 受益者分担金長
期前受金戻入

20,650

4. 消費税及び
地方消費税
還付金

6,471 0 6,471 1. 消費税及び
地方消費税
還付金

6,471 消費税及び地方
消費税還付金

6,471

支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

1. 911,710 0 911,710
1. 734,919 0 734,919

1. 管渠費 53,639 0 53,639 10. 備消品費 222 維持管理用品 222
12. 光熱水費 8,874 水道料金 79

電気料金 8,795
13. 通信運搬費 1,011 ＭＰ場通報装置

情報配信料等
1,011

14. 委託料 32,955 ポンプ場管理委
託料

15,139

管渠調査委託料 17,266
ポンプ清掃委託
料

550

18. 修繕費 10,463 ＭＨ蓋、公共
桝、舗装等修繕
等

10,463

29. 保険料 114 下水道賠償責任
保険料

76

火災保険料 38
2. ポンプ場費 5,448 0 5,448 11. 燃料費 7 自家発電装置用 7

12. 光熱水費 1,060 水道料金 16
電気料金 1,044

14. 通信運搬費 108 電話料金 108
15. 委託料 4,259 ポンプ場管理委

託料
4,161

電気保安業務委
託料

98

29. 保険料 14 下水道賠償責任
保険料

1

火災保険料 13

下水道事業費用
営業費用

営業外収益

説　　明

款 項 目 比較
節

款 項 目 比較
節

区　　分

区　　分
説　　明

下水道事業収益
営業収益
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支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

3. 処理場費 94,115 0 94,115 10. 備消品費 776 消耗部品 776
11. 燃料費 27 自家発電機用 27
15. 委託料 92,221 電気保安委託料 591

包括維持管理業
務

58,713

包括的民営化委
託支援業務（履
行確認）

523

消防設備点検委
託料

161

警備保障委託料 157
汚泥処理委託料 16,130
水質検査委託料 3,018
その他委託料 12,928

19. 修繕費 900 緊急修繕費 900
29. 保険料 191 下水道賠償保険

料
15

火災保険料 176
5. 総係費 45,074 0 45,074 2. 給料 11,280 職員給料 11,280

3. 手当 3,637 扶養手当 78
通勤手当 136
時間外手当 407
期末手当 1,762
勤勉手当 1,254

4. 賞与引当金
繰入額

1,527 賞与引当金繰入
額

1,527

5. 法定福利費 4,595 共済組合負担金 2,868
退職手当組合負
担金

1,692

公務災害負担金 35
6. 法定福利費

引当金繰入
金

296 法定福利費引当
金繰入額

296

7. 賃金 1,827 臨時職員賃金等 1,827
10. 旅費 143 特別旅費 143
11. 備消品費 859 コピーパフォー

マンスチャージ
料

696

163
12. 燃料費 209 車両燃料費等 209
14. 印刷製本費 38 マンホールカー

ド
38

15. 通信運搬費 51 公用スマート
フォン利用料等

21

郵便料金 30
16. 委託料 17,385 ストックマネジ

メント計画策定
委託料

16,000

下水道台帳作成
業務委託料

670

公営企業会計法
適化助言業務委
託料

715

18. 手数料 158 公用車車検手数
料

158

20. 修繕費 154 メーター器取付
工事費

154

説　　明
区　　分

款 項 目 比較
節
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支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

26. 負担金 2,515 日本下水道協会
負担金

73

中四国地方下水
道協会負担金

14

鳥取県下水道協
会負担金

33

研修負担金 175
下水道使用料賦
課徴収事務負担
金

2,220

27. 補助金 7 水洗便所等改造
資金利子補助金

7

29. 保険料 79 公用車自賠責保
険料

51

自動車共済保険
料

28

30. 公課費 14 公用車重量税 14
31. 貸倒引当金

繰入額
300 貸倒引当金繰入

額
300

6. 流域下水道
管理運営費
負担金

20,922 0 20,922 1. 流域下水道
管理運営費
負担金

20,922 天神川流域下水
道維持管理負担
金

20,922

7. 減価償却費 515,721 0 515,721 1. 有形固定資
産減価償却
費

510,095 建物減価償却費 60,498

構築物減価償却
費

405,608

機械及び装置減
価償却費

43,975

工具・器具及び
備品減価償却費

14

2. 無形固定資
産減価償却
費

5,626 5,626

2. 172,705 0 172,705
1. 支払利息及

び企業債取
扱諸費

172,705 0 172,705 1. 企業債利息 172,280 企業債償還利息 172,280

2. 借入金利息 425 借入金利息 425
3. 3,086 0 3,086

4. その他特別
損失

3,086 0 3,086 1. その他特別
損失

3,086 前年度賞与引当
金相当額

2,586

前年度法定福利
費引当金相当額

500

4. 1,000 0 1,000
1. 予備費 1,000 0 1,000 1. 予備費 1,000 予備費 1,000

予備費

営業外費用

特別損失

款 項 目 比較
節

説　　明
区　　分
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　入 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

1. 323,548 0 323,548
1. 48,900 0 48,900

1. 建設改良債 48,900 0 48,900 1. 建設改良債 48,900 補助一般債 48,900
2. 226,337 0 226,337

1. 他会計出資
金

226,337 0 226,337 1. 他会計出資
金

226,337 一般会計出資金 226,337

5. 47,100 0 47,100
1. 国庫補助金 47,100 0 47,100 1. 国庫補助金 47,100 社会資本整備総

合交付金
47,100

6. 1,211 0 1,211
1. 受益者分担

金
1,211 0 1,211 1. 受益者分担

金
1,211 下水道事業受益

者分担金
1,211

支　　　出 (単位：千円)

本年度 前年度
予定額 予定額 金額

1. 849,860 0 849,860
1. 127,801 0 127,801

1. 管路建設改
良費

15,950 0 15,950 17. 工事請負費 15,950 下水道管移設工
事

15,400

下水道圧送管さ
や管布設工事

550

3. 処理場建設
改良費

104,461 0 104,461 2. 給料 7,433 職員給料 7,433

3. 手当 3,643 扶養手当 936
通勤手当 48
時間外手当 268
期末手当 1,257
勤勉手当 894
児童手当 240

4. 賞与引当金
繰入額

1,097 賞与引当金繰入
額

1,097

5. 法定福利費 3,457 共済組合負担金 2,321
退職手当組合負
担金

1,115

公務災害負担金 21
6. 法定福利費

引当金繰入
金

211 法定福利費引当
金繰入額

211

15. 通信運搬費 10 10
16. 委託料 66 受益者分担金シ

ステム委託料
66

17. 工事請負費 88,000 北条下水道管理
センター長寿命
化工事

88,000

18. 手数料 2 収納手数料 2
19. 使用料及び

賃借料
542 土木積算システ

ム使用料
491

プリンター賃借
料

51

4. 流域下水道
建設負担金

7,390 0 7,390 1. 流域下水道
建設費負担
金

7,390 天神川流域下水
道建設負担金

7,390

3. 722,058 0 722,058
1. 企業債償還

金
722,058 0 722,058 1. 企業債償還

金
722,058 企業債元金還金 722,058

6. 1 0 1
1. 返還金 1 0 1 1. 補助金等返

還金
1 財産処分に伴う
国庫補助金返還
金

1

説　　明

資本的支出
建設改良費

比較

企業債償還金

返還金

節
区　　分

他会計出資金

国庫補助金

負担金等

款 項 目

節
区　　分

説　　明

資本的収入
企業債

款 項 目 比較
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平成３１年度北栄町下水道事業会計予定損益計算書
（平成31年 4月 1日から平成32年 3月31日まで）

（単位：円）
１.営業収益
　（１）下水道使用料 238,721,064
　（２）他会計負担金 688,000,639
　（３）その他営業収益 525,910 927,247,613
２.営業費用
　（１）管渠費 48,988,139
　（２）ポンプ場費 5,023,066
　（３）処理場費 86,245,673
　（４）総係費 43,121,838
　（５）流域下水道管理運営費負担金 19,020,000
　（６）減価償却費 515,720,860 718,119,576
　　営業損失 209,128,037
３．営業外収益
　（１）国庫補助金 8,000,000
　（２）長期前受金戻入 194,595,120 202,595,120
４．営業外費用

　（１）支払利息及び企業債取扱諸費 172,704,436 172,704,436 29,890,684
　　経常利益 239,018,721
５．予備費
　（１）予備費 909,091 909,091 909,091
６．特別損失
　（１）過年度損益修正損 0
　（２）その他特別損失 3,086,000 3,086,000 3,086,000
　　当年度純利益 235,023,630
　　前年度繰越利益剰余金 0
　　その他未処分利益剰余金変動額 0
　　当年度未処分利益剰余金 235,023,630


